
三   島   市

  令和元年度（２０１９年度）

三島市下水道事業会計決算書



認第８号  

令和元年度三島市下水道事業会計決算認定について  

 地方公営企業法第 30 条第 4 項の規定により、令和元年度三島市下水道事

業会計決算を議会の認定に付する。  

  令和２年９月８日提出  

 

三島市長  豊  岡  武  士  

 





Ⅰ　決  算  書

令  和  元  年  度  三  島  市          下  水  道  事  業  決  算  報  告  書
(１)　収益的収入及び支出
    収     入

区   分
当 初 補 正 合 計

予 算 額 予 算 額
円 円 円 円

第１款 下水道事業収益 2,338,341,000 0 2,345,063,000

  第１項 営業収益 1,108,983,000 0 1,094,405,000

  第２項 営業外収益 1,229,358,000 0 1,250,658,000

    支     出

区   分 地方公営企

当 初 補 正 予 備 費 流 用 業法第24条

第 3 項 の 規 小 計

予 算 額 予 算 額 支 出 額 増 減 額 定 に よ る 支

 出 額
円 円 円 円 円 円

第１款 下水道事業費用 2,308,776,000 0 0 0 2,321,072,000

  第１項 営業費用 2,013,302,000 0 0 0 2,025,598,000

  第２項 営業外費用 295,374,000 0 0 0 0 295,374,000

  第３項 予  備  費 100,000 0 0 0 0 100,000

      当年度純利益は、消費税込みで処理を行うこととしている上記報告書の収支の差引きによることなく、消費税抜きで

予 算 額

予 算 額

地 方 公 営 企 業 法 第 24 条 第 3 項 の 規

定 に よ る 支 出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

△14,578,000

6,722,000

21,300,000

12,296,000

12,296,000
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令  和  元  年  度  三  島  市          下  水  道  事  業  決  算  報  告  書

予 算 額 に

比 べ 決 算
額 の 増 減

円 円

2,360,839,156 15,776,156

1,084,528,460 △9,876,540      (うち､仮受消費税 86,478,777円)

1,276,310,696 25,652,696      (うち､仮受消費税 0円)

地 方 公 営

企 業 法 第
地 方 公 営 企 決 算 額 26 条 第 2 不 用 額

業 法 第 26 条 項 の 規 定

第 2 項 の 規 合 計 に よ る 繰

定 に よ る 繰  越 額

 越 額
円 円 円 円 円

0 2,321,072,000 2,312,721,839 0 8,350,161

0 2,025,598,000 2,023,428,573 0 2,169,427 (うち､仮払消費税 68,712,978円)

0 295,374,000 289,293,266 0 6,080,734 (うち､仮払消費税 42,261円)

0 100,000 0 0 100,000

 処理を行うこととしている損益計算書上の当年度純利益となる。

決 算 額 備 考

地方公営企業法施行令第18条第5項
ただし書の規定による予算超過支出額
資産減耗費　22,715,710円

備 考
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(２)　資本的収入及び支出
    収     入

区 分

補 正

予 算 額
小 計

円 円 円 円

第１款 資 本 的 収 入 1,288,726,000 0 1,288,726,000 282,540,000

  第１項 企　　業　　債 960,100,000 0 960,100,000 173,300,000

  第２項 出　　資　　金 178,000,000 0 178,000,000 0

  第３項 国庫支出金 142,829,000 0 142,829,000 109,240,000

  第４項 分担金及び負担金 7,795,000 0 7,795,000 0

  第５項 固定資産売却代金 1,000 0 1,000 0

  第６項 寄　　附　　金 1,000 0 1,000 0

    支     出

区 分 地 方 公 営

補 正 流 用 企 業 法 第

小 計 26 条 の 規

予 算 額 増 減 額 定 に よ る

繰 越 額
円 円 円 円 円

第１款 資 本 的 支 出 1,974,922,000 △11,651,000 0 1,963,271,000 289,994,000

  第１項 建設改良費 639,835,000 △11,651,000 0 628,184,000 289,994,000

  第２項 企業債償還金 1,335,087,000 0 0 1,335,087,000 0

　 資本的収入額が資本的支出額に不足する額 685,180,522円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整      額 40,440,617円、過年度分損益勘定留保資金100,606,746円、当年度分損益勘定留保資金544,133,159円で補てんした。

予 算 額

地 方 公 営 企 業 法

予 算 額

第 26 条 の 規 定 に

よ る 繰 越 額 に 係

  る   財   源   充   当   額

予 算 額

予 算 額

当 初

当 初

-3-



予 算 額 に

比 べ 決 算

額 の 増 減

円 円 円 円

0 1,571,266,000 △146,090,480

0 1,133,400,000 998,400,000 △135,000,000

0 178,000,000 178,000,000 0

0 252,069,000 239,169,000 △12,900,000

0 7,795,000 9,606,520 1,811,520

0 1,000 0 △1,000

0 1,000 0 △1,000

地方公営企 不 用 額

継続費 業法第26条 継 続 費

逓 次 合 計 の 規 定 に よ 逓 次 合 計

繰越額 る 繰 越 額 繰 越 額

円 円 円 円 円 円 円
0 2,253,265,000 2,110,356,042 73,670,000 0 73,670,000 69,238,958

(うち､仮払消費税
0 918,178,000 775,269,205 73,670,000 0 73,670,000 69,238,795

0 1,335,087,000 1,335,086,837 0 0 0 163

　 資本的収入額が資本的支出額に不足する額 685,180,522円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整      額 40,440,617円、過年度分損益勘定留保資金100,606,746円、当年度分損益勘定留保資金544,133,159円で補てんした。

61,350,832円）

備 考

備 考

決 算 額

合 計

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

1,425,175,520

継 続 費 逓

源 充 当 額

次 繰 越 額

に 係 る 財
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             令和元年度  三島市下水道事業損益計算書
 (平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

１　営 業 収 益 （単位：円）

 (1)　下水道使用料 998,004,683

 (2)　受託工事収益 0

 (3)　その他営業収益 45,000 998,049,683

２  営 業 費 用

 (1)　管路施設管理費（単独） 52,889,409

 (2)　管路施設管理費（流域） 36,326,953

 (3)　ポンプ場施設管理費 29,971,694

 (4)　処理場施設管理費 298,814,211

 (5)　総    係    費 397,748,509

 (6)　減 価 償 却 費 1,116,228,759

 (7)　資 産 減 耗 費 22,736,060 1,954,715,595

   営  業  損  失 956,665,912

３  営 業 外 収 益

 (1)　受取利息及び配当金 0

 (2)　他会計負担金 604,800,000

 (3)　他会計補助金 136,500,000

 (4)　長期前受金戻入 512,533,465

 (5)　雑    収    益 89,327 1,253,922,792

４  営 業 外 費 用

 (1)　支払利息及び 288,722,736
　　　企業債取扱諸費

 (2)　雑    支    出 1,090,144 289,812,880 964,109,912

   経  常  利  益 7,444,000

  当  年  度  純  利　益 7,444,000

  前年度繰越利益剰余金 1,019,761

  その他未処分利益剰余金変動額 0

  当年度未処分利益剰余金 8,463,761
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剰　余　金　計　算　書
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  令和元年度   三島市下水道事業剰余金計算書

 （平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

受贈財産
評 価 額

国庫補助金 他会計補助金

前年度末残高 759,413,291 425,088,030 124,103,104 3,644,200

前年度処分額 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0

資本金への組入れ 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0

処分後残高 759,413,291 425,088,030 124,103,104 3,644,200

当年度変動額 178,000,000 0 0 0

178,000,000 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0

当年度末残高 937,413,291 425,088,030 124,103,104 3,644,200

出資金の受入

資　本　剰　余　金資 本 金

剰　余　金　　　　　　　　

-7-



( 単位：   円 )

資本剰余金
合　　計

減債
積立金

建設改良
積 立 金

未処分利益
剰　余　金

利益剰余金
合　　計

552,835,334 0 0 1,019,761 1,019,761 1,313,268,386

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

552,835,334 0 0 1,019,761 1,019,761 1,313,268,386

0 0 0 7,444,000 7,444,000 185,444,000

0 0 0 0 0 178,000,000

0 0 0 7,444,000 7,444,000 7,444,000

（当年度未処分利益剰余金）

552,835,334 0 0 8,463,761 8,463,761 1,498,712,386

資　本　剰　余　金 資 本 合 計利　益　剰　余　金

剰　余　金　　　　　　　　
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        令和元年度  三島市下水道事業剰余金処分計算書

（単位：　円）

資　本　金 資本剰余金 未処分利益剰余金

937,413,291 552,835,334 8,463,761

0 0 △8,000,000

資本金への組入れ 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 △8,000,000

（繰越利益剰余金）

937,413,291 552,835,334 463,761処分後残高

当年度末残高 

議会の議決による処分額
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１  固 定 資 産 （単位：円）

 (1)　有形固定資産

   ア　土地 1,032,618,975

   イ　建物 788,277,056

     　 減価償却累計額 △57,550,004 730,727,052

   ウ　構築物 27,753,746,858

     　 減価償却累計額 △1,529,965,988 26,223,780,870

   エ　機械及び装置 2,968,644,252

     　 減価償却累計額 △448,733,220 2,519,911,032

   オ　車両運搬具 77,226

      　減価償却累計額 △38,222 39,004

   カ　工具器具及び備品 12,308,837

     　 減価償却累計額 △2,756,404 9,552,433

   キ　リース資産 2,200,000

     　 減価償却累計額 0 2,200,000

   ク　建設仮勘定 54,574,347

    有形固定資産合計 30,573,403,713

 (2)　無形固定資産

   ア　施設利用権 2,480,624,976

    無形固定資産合計 2,480,624,976

    固定資産合計 33,054,028,689

２  流  動  資  産

 (1)　現金預金 153,119,677

 (2)　未収金

   ア　営業未収金 148,856,440

   イ　営業外未収金 23,449,329

   ウ　その他未収金 2,226,210

　　貸倒引当金 △3,110,120 171,421,859

 (3)  その他流動資産 20,000

     流動資産合計 324,561,536

     資産合計 33,378,590,225

         令和元年度　三島市下水道事業貸借対照表
             （　令和2年3月31日　）

      資    産    の    部
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３  固　定  負  債 （単位：円）

 (1)　企　業　債

   ア　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 16,254,735,104

　　企業債合計 16,254,735,104

 (2)　リース債務 1,817,888

    固定負債合計 16,256,552,992

４  流  動  負  債

 (1)　企　業　債

   ア　建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 1,362,625,934

　　企業債合計 1,362,625,934

 (2)　リース債務 435,516

 (3)　未   払   金

   ア　営業未払金 86,260,134

   イ　営業外未払金 3,419

   ウ　その他未払金 139,765,677

　　未払金合計 226,029,230

 (4)　引　当　金

   ア　賞与引当金 11,376,000

　　引当金合計 11,376,000

 (5)　その他流動負債 1,252,000

    流動負債合計 1,601,718,680

５  繰  延  収  益

 (1)　長期前受金

   ア　受贈財産評価額 1,926,187,416

      　収益化累計額 △140,471,174 1,785,716,242

   イ　国庫補助金 9,535,412,514

      　収益化累計額 △622,342,312 8,913,070,202

   ウ　受益者分担金 119,969,790

      　収益化累計額 △4,679,006 115,290,784

   エ　受益者負担金 702,152,431

      　収益化累計額 △37,700,675 664,451,756

   オ　他会計補助金 2,712,692,037

      　収益化累計額 △169,614,854 2,543,077,183

     長期前受金合計 14,021,606,167

     繰延収益合計 14,021,606,167

     負債合計 31,879,877,839

      負    債    の    部
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６  資    本    金 （単位：円）

 (1)　資本金

   ア　固有資本金 624,013,291

   イ　繰入資本金 313,400,000

     資本金合計 937,413,291

７  剰    余    金

 (1)　資本剰余金

   ア　受贈財産評価額 425,088,030

   イ　国庫補助金 124,103,104

   ウ  他会計補助金 3,644,200

     資本剰余金合計 552,835,334

 (2)　利益剰余金

   ア　当年度未処分利益剰余金 8,463,761

     利益剰余金合計 8,463,761

     剰余金合計 561,299,095

     資本合計 1,498,712,386

     負債資本合計 33,378,590,225

      資    本    の    部
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　 Ⅰ． 重要な会計方針

　 　 １ 　 固定資産の減価償却の方法

　 　 　 ( 1)  有形固定資産

　 　  　  ・ 減価償却の方法　 定額法

 　 　 　  ・ 主な耐用年数

 　 　 　 　  建物　 15～50年 構築物　 10～50年

 　 　 　 　  機械及び装置 10～20年 車両運搬具　 4年

 　 　 　 　  工具器具及び備品　5年

　 　 　 ( 2)  無形固定資産

 　  　 　 ・ 減価償却の方法　 定額法　

  　   　 ・ 主な耐用年数

 　 　 　  　 施設利用権 45年

　 　 ２ 　 引当金の計上方法

　 　 　 ( 1)  退職給付引当金　

　 　 　 　 いない。

　 　 　 ( 2)  賞与引当金

　 　 　 　 　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこ れに係る 法定福利費の支出に備える ため、

 　 　 　  当年度末における 支給見込額に基づき 、 当年度の負担に属する 額を計上し ている 。

　 　 　 ( 3)  貸倒引当金

　 　 　 　 　 債権の不納欠損によ る 損失に備える ため、 貸倒実績率によ り 回収不能見込額を計上し て

　 　 　 　 いる 。

　 　 ３ 　 消費税及び地方消費税の会計処理

　 　 　 　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っている 。

　 Ⅱ． 貸借対照表等関連

　 　 １ 　 企業債の償還に係る 一般会計の負担

　 　 　 　 貸借対照表に計上さ れている 企業債（ 当該事業年度の末日の翌日から 起算し て１ 年以内に

　 　 　 償還予定のも のも 含む） のう ち、 一般会計が負担する と 見込ま れる 額は、 2, 052, 088, 168円で

　 　 　 ある 。

　 　 ２ 　 引当金の取崩し

　 　 　 ( 1)  賞与引当金の取崩し

　 　 　 　 　 令和元年6月に、 平成30年12月から 平成31年3月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

　 　 　 　 こ れに係る 法定福利費の支出をする こ と と なったため、 賞与引当金12, 176千円を取り 崩し た。

　 　 　 ( 2)  貸倒引当金の取崩し

　 　 　 　 　 令和元年度において、 債権の不納欠損を行う こ と と なったため、 貸倒引当金498, 670円を

　 　 　 　 取り 崩し た。

注記

 　 　 　 　  職員の退職手当は、 一般会計がその全額を負担する こ と と なっている ため、 計上し て
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